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2025年９月 26日 

 

各  位 

会 社 名  株式会社セブン銀行 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  松橋 正明 

（コード番号：8410 東証プライム） 

問合せ先  常務執行役員企画部長  清水 健 

 （TEL：03－3211－3041） 

 

 

伊藤忠商事株式会社との資本業務提携及び 

第三者割当による自己株式の処分並びに主要株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2025年９月 26日開催の取締役会において、下記のとおり、伊藤忠商事株式会社（以下、「伊藤忠商

事」又は「割当予定先」といいます。）との間で資本業務提携（以下、「本資本業務提携」といいます。）に関す

る契約を締結し、伊藤忠商事に対し第三者割当による自己株式の処分（以下、「本自己株式処分」といいます。）

を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

また、本自己株式処分に伴い、当社の主要株主の異動が見込まれますので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．伊藤忠商事株式会社との資本業務提携 

１．本資本業務提携の目的及び理由  

当社は、「お客さまの『あったらいいな』を超えて、日常の未来を生みだし続ける。」というパーパスを掲げ、

コンビニエンスストアのセブン‐イレブンをはじめとして、日本全国に28,000台以上のATMを展開するなど、

お客さまの生活に寄り添った、多様な金融サービスを展開しています。 

また、2021年に策定した「中期経営計画」では、当社の持続的成長に向けて、基幹事業である ATMプラッ

トフォーム事業の変革と積極的な投資を通じた戦略事業分野での事業多角化を推進するなどの基本施策を掲げ

ており、こうした基本施策のもと、様々な取組みを推進してまいりました。 

他方、当社グループを取巻く事業環境は、国内外における物価や金利の上昇、デジタル技術進展に伴う決済

手段の多様化や異業種の金融事業への新規参入等、ここ数年で急速に変化しており、こうした事業環境の変化

に対応しながら、お客さまのニーズに応えた金融サービスをさらに展開・発展させるため、他社との協業・提

携も含めて、幅広く今後の戦略を検討してまいりました。 

 

こうした検討の中で、「三方よし（売り手よし、買い手よし、世間よし）」という理念のもと、生活消費分野

に強みを持つ自社の様々な国内外ビジネス基盤を最大限活用しながら、市場や消費者ニーズに対応した「マー

ケットイン」の発想による新たなビジネスの創出・客先開拓を行っている、総合商社の伊藤忠商事との協業の

検討に至り、資本業務提携契約を締結することとなりました。 

 

本資本業務提携は、両社グループが持つリソースやノウハウを最大限に活用し、新たな金融サービス領域で

の価値創出を目指すものです。 

具体的には、当社がこれまで培ってきた ATM やリテール金融サービスのノウハウを、伊藤忠商事のビジネ
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ス基盤と連携させることで、新たな金融サービスの創出・提供を目指してまいります。 

本資本業務提携を通じて、両社はお客さまおよび社会全体にとってより付加価値の高い金融サービスを提供

し、双方の強みを活かした協業による革新的なビジネスモデルの構築を目指してまいります。 

 

２．本資本業務提携の内容  

（１）業務提携の内容 

当社と伊藤忠商事は、両社グループの企業価値向上のために、以下の項目について互いに協力して取組みを

推進することに合意いたしました。なお、具体的な実施内容・時期などの詳細については、今後両社で協議し

決定してまいります。 

 

・伊藤忠商事の子会社である株式会社ファミリーマートが運営するコンビニエンスストア「ファミリーマ

ート」の店舗に、当社が運営するATM設備の設置を開始すること。  

 

・クレジットカード事業、決済事業、その他金融事業等に関する両社並びに両社の子会社及び関連会社の

間の業務提携及び資本提携について誠実に協議すること。 

 

（２）資本提携の内容 

当社は、2025 年９月 26 日付で伊藤忠商事との間で本資本業務提携契約を締結し、これに伴い、伊藤忠商事

に対して自己株式 191,700,000 株を割り当て、伊藤忠商事は当該株式の総数を引き受ける予定です。これによ

り、伊藤忠商事の当社発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する持株比率は 16.34％（小数点以下第三位を

四捨五入。）となる見込みです。本自己株式処分の詳細につきましては、「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処

分」をご参照ください。 

なお、伊藤忠商事は、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、必要となる関係当局の許認可等が得

られること（伊藤忠商事が銀行法第 52 条の９第１項に基づく銀行主要株主認可及び競争法に基づく許認可等

を取得していることを含みます。）を条件として、議決権ベースで 20％の当社株式を保有するに至るまで市場

買付等により当社株式を追加取得する意向がある旨を本資本業務提携契約において表明しています。伊藤忠商

事からは、当該追加取得により議決権ベースで 20％の当社株式を保有することとなった場合には、当社は伊藤

忠商事の持分法適用関連会社になることが見込まれる旨の説明を受けております。これにより、当社のその他

の関係会社の異動が生じた場合は、速やかに開示いたします。 

 

３．本資本業務提携の相手先の概要 

本資本業務提携の相手先である割当予定先の概要は、「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ６.割当予定先

の選定理由等 （１）割当予定先の概要」をご参照ください。 

 

４．日程 

（１） 取締役会決議日 2025年９月 26日 

（２） 本資本業務提携契約締結日 2025年９月 26日 

（３） 本自己株式処分の払込期日 2025年 10月 14日 

（注）本自己株式処分は、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生していることを条件とし

ております。 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携は、当社の企業価値向上に資するものと考えておりますが、現時点では、2026年３月期以降

の業績に与える具体的な影響は未定です。今後、両社で業務提携の詳細を検討する中で開示すべき事項が生じ

た場合には速やかに開示いたします。  
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Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 

１．本自己株式処分の概要 

（１） 処 分 期 日 2025年 10月 14日 

（２） 処 分 株 式 総 数 普通株式 191,700,000株 

（３） 処 分 価 額 1 株につき 268円 

（４） 調 達 資 金 の 額 51,375,600,000円 

（５） 
募集又は処分方法 

（ 処 分 予 定 先 ） 
第三者割当の方法により、全株式を伊藤忠商事に割り当てる。 

（６） そ の 他 
本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の

効力が発生していることを払込の条件とする。 

 

２．本自己株式処分の目的及び理由 

当社と伊藤忠商事は、業務提携を行うことが両社の企業価値向上に繋がるものと考えており、業務提携を確

実に推進していくにあたり、両社間で安定した信頼関係を築くために、伊藤忠商事が当社の株式を保有する形

での資本提携も行うことで合意いたしました。詳細につきましては、上記「Ⅰ．伊藤忠商事株式会社との資本

業務提携 １．本資本業務提携の目的及び理由」をご参照ください。 

 

なお、今回の資金調達にあたり既存株主への影響も考慮し、その他の様々な選択肢についても検討いたしま

したが、以下の理由から、伊藤忠商事を割当予定先として、確実かつ速やかな資本増強策である本自己株式処

分を実施することが最善と判断いたしました。 

 

① 間接金融（銀行借入）による資金調達や、転換社債型新株予約権付社債を含む社債による資金調達は、負

債性のある資金調達を追加することで自己資本比率の低下を招き、当社の財務体質の維持・強化に資さな

いこと。 

 

② 公募増資や株主割当、ライツオファリングについては、調達に要する時間及びコストも第三者割当による

エクイティ・ファイナンスと比べて長期かつ割高となる傾向にあることや、中長期的な企業価値及び株主

価値の向上に資する資本業務提携を伴わないことから、株価に対する直接的な影響を与える可能性がある

と考えられること。 

 

③ 新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向により当初想定していた資

金調達ができない、又は、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可能性があること。 

 

また、本自己株式処分によって一定の希薄化が生じますが、本資本業務提携に基づき、伊藤忠商事との協力

関係を構築することが、当社の企業価値及び株主価値の向上にもつながるものと判断しています。 
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３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 51,375,600,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 9,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 51,366,600,000円 

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、有価証券届出書等の書類作成費用等です。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金 額 支出予定時期 

ATM設置を中心とした成長投資 51,366百万円 2026年４月～2027年６月 

（注）調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

本自己株式処分による調達資金は、本資本業務提携に伴って見込まれる、新たなATM設置に係る費用やATM

機内の現金充填等に充当することを予定しております。詳細につきましては、上記「Ⅰ．伊藤忠商事株式会社

との資本業務提携 ２．本資本業務提携の内容 （１）業務提携の内容」もご参照ください。 

なお、支出予定時期終了後のATM設置については、当社のフリーキャッシュフロー及び新設したATMから

新たに得られるキャッシュフローを活用するほか、その時点での当社業況や外部環境を考慮し、最適な調達手

段を検討してまいります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本自己株式処分により調達する資金を、上記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ３. 調達する資金の

額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充当することは、当社の企業

価値の向上に繋がるものと考えており、本自己株式処分により調達する資金の使途については合理性があるも

のと判断しています。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本自己株式処分の 1 株当たりの払込金額は、当社適時開示「自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関するお知らせ」において当社の親会社であった株式会社セブン＆

アイ・ホールディングスの完全子会社（株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社イトーヨーカ堂、株式

会社ヨークベニマル）からの自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けについて公表し

た 2025年６月 19日の翌取引日である 2025年６月 20日から、当社適時開示「伊藤忠商事株式会社との資本業

務提携協議の開始について」において伊藤忠商事との本資本業務提携の協議開始について公表した 2025 年８

月 18日の前取引日である 2025年８月 15日までの間の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」とい

います。）における当社普通株式の終値の単純平均値（小数点以下第一位を四捨五入。）である 268円と決定い

たしました。 

払込金額の決定に際し、上記期間の平均株価を基準としたのは、特定の一時点を基準にするより、一定期間

の平均株価という平準化された値を採用する方が、一時的な株価変動等の特殊要因を排除でき、算定根拠とし

て客観性が高く合理的であると考えられるところ、かかる一定期間として、当社の株主構成における重要な変

更を伴う上記自己株式の買付け（当該買付けにより、当社の親会社であった株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングスは親会社に該当しなくなり、「その他の関係会社」に該当することとなっております。）に関する公表

日の翌日である 2025年６月 20日から、伊藤忠商事との本資本業務提携に係る協議の開始を公表したことで本

資本業務提携によって見込まれる当社の企業価値の向上が市場株価に織り込まれる前の 2025年８月 15日まで

の期間とすることが適切であると判断したためです。 

なお、本自己株式処分の 1 株当たりの払込金額（268 円）は、本自己株式処分に係る取締役会決議日（以下

「本取締役会決議日」といいます。）の直前営業日の当社普通株式の終値 290円に対しては 7.6％のディスカウ
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ント、本取締役会決議日の直前１ヶ月間（2025年８月 25日から 2025年９月 25日まで）の終値の単純平均値

である 288.7円に対しては 7.2％のディスカウント、同直前３ヶ月間（2025年６月 25日から 2025年９月 25日

まで）の終値の単純平均値である 277.3 円に対しては 3.4％のディスカウント、同直前６ヶ月間（2025 年３月

25 日から 2025 年９月 25 日まで）の終値の単純平均値である 270.2 円に対しては 0.8％のディスカウントとな

っております（いずれも小数点以下第二位を四捨五入。）が、これは日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱

いに関する指針」に準拠したものであり、当社は、当該払込金額は割当予定先に特に有利な金額には該当しな

いものと判断しました。 

また、当該払込金額につきましては、当社監査役４名（うち社外監査役２名）からも、上記算定根拠による

払込金額の決定は適正・妥当であり、かつ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠

したもので、特に有利な払込金額には該当しない旨の意見を得ております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本自己株式処分に係る株式数は 191,700,000株（議決権個数 1,917,000個）であり、これは、2025年６月 30日

現在の当社普通株式の発行済株式総数（自己株式を除く。）981,485,325株に対して 19.53％（2025年６月 30日

時点の総議決権数 9,807,557個に対して 19.55％。いずれも小数点以下第三位を四捨五入。）に相当し、これによ

り一定の希薄化が生じます。 

しかしながら、本自己株式処分及びこれを通じた本資本業務提携のもとでの伊藤忠商事との協業は、当社の

企業価値の向上に資するものであり、最終的に既存株主の利益向上につながるものと考え、本自己株式処分に

よる処分数量並びに希薄化の規模については合理的な規模であると判断しました。 

なお、本自己株式処分は、その希薄化率が 25％未満であること、及び支配株主の異動を伴うものではないこ

とから、東京証券取引所の有価証券上場規程第 432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認

手続は要しませんが、上記のとおり、希薄化率が 19.55％と一定程度の希薄化を伴うこと、また、割当予定先で

ある伊藤忠商事が、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、市場買付等により当社株式を追加取得す

る予定である旨の意向を示していることを踏まえ、既存株主の利益に配慮する観点から、第三者割当に係る企

業行動規範上の遵守事項に準じて、当社経営者及び伊藤忠商事との間に利害関係を有しない、当社の独立社外

取締役である平子裕志氏、高藤悦弘氏及び当社の独立社外監査役である小川千恵子氏の３氏で構成される特別

委員会を設置し、本自己株式処分の必要性及び相当性に関して審議いたしました。その結果、当社は本特別委

員会から本自己株式処分の必要性及び相当性は認められる旨の答申書を 2025 年９月 26 日に取得しておりま

す。詳細は、下記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ９．企業行動規範上の手続きに関する事項」をご

参照ください。 
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６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

（１） 名 称 伊藤忠商事株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市北区梅田３丁目１番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長COO  石井 敬太 

（４） 事 業 内 容 総合商社 

（５） 資 本 金 253,448百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1949年 12月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,584,889,504株 

（８） 決 算 期 ３月 31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）115,089名 

（10） 主 要 取 引 先 - 

（11） 主 要 取 引 銀 行 みずほ銀行、三井住友銀行、三菱ＵＦＪ銀行、三井住友信託銀行 

（12） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

JPモルガン証券株式会社 

日本生命保険相互会社 

株式会社みずほ銀行 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 

JP MORGAN CHASE BANK 385781 

朝日生命保険相互会社 

16.36% 

10.29% 

5.14% 

2.58% 

2.40% 

2.20% 

2.19% 

1.72% 

1.33% 

1.32% 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（14） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（国際財務報告基準） 

決算期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 

 株 主 資 本 合 計 4,823,259百万円  5,426,962百万円  5,755,072百万円  

 資 産 合 計 13,115,400百万円  14,489,701百万円  15,134,264百万円  

 １ 株 当 た り 株 主 資 本 3,314.35円  3,771.77円  4,059.19円  

 収 益 13,945,633百万円  14,029,910百万円  14,724,234百万円  

 売 上 総 利 益 2,129,903百万円  2,232,360百万円  2,376,456百万円  

 
株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
800,519百万円 801,770百万円 880,251百万円 

 
基本的１株当たり株主に 

帰 属 す る 当 期 純 利 益 
546.10円  553.00円  615.65円  

 １  株  当  た  り  配当金 140.00円  160.00円  200.00円  

（注）１．2025 年３月 31日現在。（特記しているものを除く。） 

２．割当予定先である伊藤忠商事は、東京証券取引所プライム市場に上場しており、割当予定先が

東京証券取引所に提出したコーポレート・ガバナンス報告書（最終更新日 2025 年６月 20日）

において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係・取引を遮断す
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る方針を明示し、社員への教育啓蒙を定期的に実施するとともに、取引等の相手方が反社会的

勢力に該当しないことの事前確認を徹底する等、必要な社内体制の整備・強化を行う旨を表明

しております。さらに当社は、割当予定先と締結した資本業務提携契約において、割当予定先

が反社会的勢力ではなく、反社会的勢力と何らの関係を有していない旨の表明保証を受けてお

ります。これらに基づき、当社は、割当予定先及びその役員が反社会的勢力とは一切関係がな

いものと判断しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

上記「Ⅰ．伊藤忠商事株式会社との資本業務提携 １．本資本業務提携の目的及び理由」及び「Ⅱ．第三者割

当による自己株式の処分 ２．本自己株式処分の目的及び理由」をご参照ください。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先から、本自己株式処分により取得する当社普通株式について、長期的に保有する意向で

ある旨の説明を受けております。 

なお、当社は、割当予定先から、割当後２年の間、割当予定先が本自己株式処分により取得した当社普通株

式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、並びに譲渡株式数、譲渡日、

譲渡価格、譲渡の理由及び譲渡の方法等の内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に書面により報告すること、当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することに

ついて、割当日までに確約書を取得する予定です。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、割当予定先である伊藤忠商事の「第 101期有価証券報告書」に記載されている連結財務諸表により、

伊藤忠商事が本自己株式処分の払込みに要する十分な現預金その他の流動資産を保有していることを確認して

いることから、かかる払込みに支障はないと判断しています。 
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７．本自己株式処分後の大株主及び持株比率 

処分前（2025年６月 30日現在） 処 分 後 

株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 39.90% 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン 33.38% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
9.53% 伊藤忠商事株式会社 16.34% 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4.02% 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
7.97% 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 

ＢＮＹＭ 
1.33% 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.37% 

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ 

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 
1.13% 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 

ＢＮＹＭ 
1.11% 

ＣＧＭＬ ＰＢ ＣＬＩＥＮＴ 

ＡＣＣＯＵＮＴ／ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 
1.05% 

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ 

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 
0.95% 

株式会社野村総合研究所 1.02% 
ＣＧＭＬ ＰＢ ＣＬＩＥＮＴ 

ＡＣＣＯＵＮＴ／ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 
0.88% 

日本電気株式会社 1.02% 株式会社野村総合研究所 0.85% 

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ 

ＢＡＮＫ ３８５７８１ 
0.93% 日本電気株式会社 0.85% 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ 

ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮＴ － 

ＴＲＥＡＴＹ ５０５２３４ 

0.86% 
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ 

ＢＡＮＫ ３８５７８１ 
0.78% 

（注）１．上表には、当社所有の自己株式を含めておりません。 

２．持株比率は、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合を記載しており

ます。なお、小数点以下第三位を四捨五入しております。 

３．当社は、2025年６月 19日に公表した「自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-

3）による自己株式の買付けに関するお知らせ」及び 2025年６月 20日に公表した「自己株式立

会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の取得結果及び自己株式の取得終了並びに親会社の

異動に関するお知らせ」のとおり、2025年６月 20 日付で自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-

3）による自己株式の買付けを実施しております。処分前及び処分後の大株主及び持株比率につ

いては、2025年６月 20日に実施した自己株式の買付けの結果を反映しております。 

 

８．今後の見通し 

上記「Ⅰ．伊藤忠商事株式会社との資本業務提携 ５．今後の見通し」をご参照ください。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本自己株式処分は、その希薄化率が 25％未満であること、及び支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の有価証券上場規程第 432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手

続は要しませんが、上記のとおり、希薄化率が 19.55％と一定程度の希薄化を伴うこと、また、割当予定先が、

本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、市場買付等により当社株式を追加取得する予定である旨の

意向を示していることを踏まえ、当社の既存株主の利益に配慮する観点から、第三者割当増資に係る企業行

動規範上の遵守事項に準じて、当社経営者及び伊藤忠商事から一定程度独立した者として、当社の独立社外

取締役である平子裕志氏、高藤悦弘氏及び当社の独立社外監査役である小川千恵子氏の３氏で構成される特

別委員会による本自己株式処分の必要性及び相当性に関する意見を入手することといたしました。 

この特別委員会より、下記の理由を踏まえ、当社取締役会による本自己株式処分についての決定は当社の

既存株主にとって不利益なものではなく、当社の企業価値向上に資するものであり、本自己株式処分に必要

性及び相当性が認められる旨の答申書を 2025年９月 26日に取得しております。 
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（特別委員会の意見の概要） 

第１．結論 

当委員会は、本自己株式処分に必要性及び相当性が認められると考える。 

 

第２．理由 

1. 本自己株式処分の必要性 

(1) 本自己株式処分の理由・背景 

当委員会がレビューした各資料及び当社の担当者からの説明・回答等によれば、当社が本自己株式

処分を実施する理由・背景及び資金使途は以下のとおりである。 

①  当社は、「お客さまの『あったらいいな』を超えて、日常の未来を生みだし続ける。」というパー

パスを掲げ、コンビニエンスストアのセブン‐イレブンをはじめとして、日本全国に 28,000 台以

上の ATM を展開するなど、多様な金融サービスを展開している。また、当社が 2021 年に策定し

た「中期経営計画」では、当社の持続的成長に向けて、基幹事業であるATMプラットフォーム事

業の変革と積極的な投資を通じた戦略事業分野での事業多角化を推進するなどの基本施策を掲げ

ており、こうした基本施策のもと、様々な取組みを推進してきた。 

②  他方で、当社グループを取巻く事業環境は、国内外における物価や金利の上昇、デジタル技術進

展に伴う決済手段の多様化や異業種の金融事業への新規参入等、ここ数年で急速に変化しており、

こうした事業環境の変化に対応しながら、顧客のニーズに応えた金融サービスをさらに展開・発展

させるため、当社は、他社との協業・提携も含めて、幅広く今後の戦略を検討してきた。こうした

検討の中で、当社は、生活消費分野に強みを持つ自社の様々な国内外ビジネス基盤を最大限活用し

ながら、市場や消費者ニーズに対応した「マーケットイン」の発想による新たなビジネスの創出・

客先開拓を行っている、総合商社である割当予定先との協業を検討するに至った。 

③  当社は、両社グループが持つリソースやノウハウを最大限に活用し、新たな金融サービス領域で

の価値創出を目指すために、本資本業務提携契約を締結し、当社がこれまで培ってきたATMやリ

テール金融サービスのノウハウを、割当予定先のビジネス基盤と連携させることで、新たな金融サ

ービスの創出・提供を目指したいと考えている。より具体的には、当社と割当予定先は、両社グル

ープの企業価値向上のために、以下の項目について互いに協力して取組みを推進することを企図

している。 

・ 割当予定先の子会社である株式会社ファミリーマートが運営するコンビニエンスストア「ファ

ミリーマート」の店舗に、当社が運営するATM設備の設置を開始すること。 

・ クレジットカード事業、決済事業、その他金融事業等に関する両社並びに両社の子会社及び関

連会社の間の業務提携及び資本提携について誠実に協議すること。 

④  当社は、割当予定先との協議を踏まえ、上記③記載の業務上の提携を推進していくに際しては、

割当予定先からの出資の受け入れを通じて割当予定先との関係を強化することが重要であると考

えており、その方策として、本自己株式処分を実施し、割当予定先による当社株式に係る発行済株

式総数（自己株式を除く。）に対する持株比率を 16.34％（小数点以下第三位を四捨五入。）とする

ことを企図している。さらに、割当予定先は、本自己株式処分による当社株式の取得と併せて、市

場買付等により当社株式を追加取得する予定であり、当該追加取得が完了した場合、割当予定先は

議決権ベースで 20％の当社株式を保有し、当社を持分法適用関連会社とする予定である旨の意向

を示しており、当社としても、割当予定先との関係構築の観点から、割当予定先によるかかる追加

取得を了承している。 

⑤  当社は、本自己株式処分による手取概算額合計 51,366,600,000円については、本資本業務提携に

伴って見込まれる、ATM設置を中心とした成長投資として、新たな ATM設置に係る費用やATM

機内の現金充填等に充当する予定であり、これにより、当社の収益力向上を通じた企業価値及び株

主価値の向上に貢献するものと考えている。 

(2) 小括 

以上を踏まえて、当委員会において慎重に審議・検討をしたところ、上記(1)記載の本自己株式処分
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の理由・背景及び資金使途に関する当社の説明及び検討結果は当委員会としても理解できるところで

あり、本自 己株式処分の必要性が認められると考える。 

 

2. 他の資金調達手段との比較における相当性 

(1) 他の資金調達手段との比較 

当社は、上記 1.(1)に記載の理由から、割当予定先と業務提携を行うことが両社の企業価値向上に繋

がるものと考えており、業務提携を確実に推進していくにあたり、両社間で安定した信頼関係を築く

ために、割当予定先が当社の株式を保有する形での資本提携も行うことで合意し、本自己株式処分を

行うことを選択したとのことである。 

なお、本自己株式処分は当社による資金調達を伴うものであるところ、当社は、本自己株式処分に

あたり、既存株主への影響も考慮し、複数の資金調達方法を比較検討したが、以下の理由から、伊藤忠

商事を割当予定先として、確実かつ速やかな資本増強策である本自己株式処分を実施することが最善

と判断したとのことである。 

①  間接金融（銀行借入）による資金調達や、転換社債型新株予約権付社債を含む社債による資金調

達は、負債性のある資金調達を追加することで自己資本比率の低下を招き、当社の財務体質の維

持・強化に資さず、今回の資金調達方法としては適当でない。 

②  公募増資や株主割当、ライツオファリングについては、調達に要する時間及びコストも第三者割

当によるエクイティ・ファイナンスと比べて長期かつ割高となる傾向にあることや、中長期的な企

業価値及び株主価値の向上に資する資本業務提携を伴わないことから、株価に対する直接的な影

響を与える可能性があると考えられるため、今回の資金調達方法としては適当でない。 

③  新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向により当初想定し

ていた資金調達ができない、又は、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可能性があ

り、今回の資金調達方法としては適当でない。 

また、本自己株式処分により当社株式の希薄化が生じることになるが、当社は、下記 3.(2)記載のと

おり、本自己株式処分が当社の企業価値及び株主価値の向上に資するものであり、結果として既存株

主の利益向上にも資するものと判断したとのことである。 

(2) 小括 

以上より、当社は、他の資金調達手段との比較を含めて多角的に検討の上で、本自己株式処分が、既

存株主への影響、資金調達ニーズへの対応、資本業務提携の実施による競争力の強化等のバランスを

図りつつ、当社の企業価値及び株主価値の向上に資するものであり、最適な選択と判断したものと評

価できる。かかる当社の判断は当委員会としても理解できるところであり、本自己株式処分について

は、他の資金調達手段と比較して相当性が認められると考える。 

 

3. 本自己株式処分の条件の相当性 

(1) 本株式の払込金額の相当性 

当社は、本株式 1 株当たりの払込金額を、当社適時開示「自己株式の取得及び自己株式立会外買付

取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関するお知らせ」において当社の親会社であった株式会

社セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社（株式会社セブン‐イレブン・ジャパン、株式会社イ

トーヨーカ堂、株式会社ヨークベニマル）からの自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株

式の買付けについて公表した 2025年６月 19日の翌取引日である 2025年６月 20日から、当社適時開

示「伊藤忠商事株式会社との資本業務提携協議の開始について」において伊藤忠商事との本資本業務

提携の協議開始について公表した 2025年８月 18日の前取引日である 2025年８月 15日までの間の東

京証券取引所における当社普通株式の終値の単純平均値（小数点以下第一位を四捨五入。）である 268

円と決定した。 

当社が上記期間の平均株価を基準としたのは、特定の一時点を基準にするより、一定期間の平均株

価という平準化された値を採用する方が、一時的な株価変動等の特殊要因を排除でき、算定根拠とし

て客観性が高く合理的であると考えられるところ、かかる一定期間として、当社の株主構成における



11 

 

重要な変更を伴う上記自己株式の買付け（当該買付けにより、当社の親会社であった株式会社セブン

＆アイ・ホールディングスは親会社に該当しなくなり、「その他の関係会社」に該当することとなって

いる。）に関する公表日の翌日である 2025年６月 20日から、伊藤忠商事との本資本業務提携に係る協

議の開始を公表したことで本資本業務提携によって見込まれる当社の企業価値の向上が市場株価に織

り込まれる前の 2025 年８月 15 日までの期間とすることが適切であると判断したためとのことである

が、当社の市場株価の推移に照らし、このような判断に不合理な点は認められない。なお、本株式 1株

当たりの払込金額（268円）は、本自己株式処分に関する取締役会決議日（2025年９月 26日）の直前

取引日の東京証券取引所における当社普通株式の終値（290円）に対して 7.6％のディスカウント、当

該取締役会決議日の直前 1ヶ月間（2025 年８月 25日から 2025年９月 25 日まで）の終値の単純平均

値である 288.7円に対しては 7.2％のディスカウント、同直前 3ヶ月間（2025年６月 25日から 2025年

９月 25日まで）の終値の単純平均値である 277.3円に対しては 3.4％のディスカウント、当該取締役会

決議日の直前６ヶ月間（2025年３月 25日から 2025年９月 25日まで）の終値の単純平均値である 270.2

円に対しては 0.8％のディスカウントをした金額となっており（いずれも小数点第二位を四捨五入。）、

かかるディスカウント率を含む本株式の払込金額が日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関

する指針」にも準拠していること等に照らしても、かかる決定には不合理な点は認められない。 

(2) 希薄化の規模 

本自己株式処分により処分される本株式数 191,700,000株は、本自己株式処分実施前の当社の発行済

普通株式（自己株式を除く）の総数 981,485,325株（2025年６月 30日時点）（総議決権数 9,807,557個

（2025年６月 30日時点））の 19.53％（議決権における割合 19.55％）に、本自己株式処分実施後の当

社の発行済普通株式（自己株式を除く）の総数 1,173,185,325株（総議決権数 ％16.34の個）11,724,557

日時点の当社の発行済株式総数及び総議決権数30年６月2025％）（上記16.35（議決権における割合

の各数値に本自己株式処分により処分される本株式数及びその議決権数を合算して算出）に、それぞ

じることとなる。生が希薄化の式当社株にすると、前提を払込金額の記載1)(上記し、相当れ

 

もっとも、当社は、割当予定先との関係を構築し、また、ATM設置を中心とした成長投資に係る資

金を本自己株式処分により速やかに確保することが、当社の企業価値及び株主価値の向上にとって必

要不可欠であると判断したとのことである。 

本自己株式処分により当社株式の希薄化が生じるものの、上記のとおり、本自己株式処分は、割当

予定先との間の業務提携を通じ、事業運営及び業務戦略上重要な割当予定先との関係を構築し、また、

当社の重要な事業分野のための投融資資金等を確保することにより、収益力を向上させることで、当

社の企業価値及び株主価値の向上につながることが期待されると考えられ、本自己株式処分における

発行株式数及び希薄化の規模は、既存株主に不当な不利益を及ぼすものではないと評価できる。 

(3) 本資本業務提携契約のその他の条件について 

当委員会に提供された本資本業務提携契約は、上記 1.(1)記載の本資本業務提携（本自己株式処分を

含む。）の内容に沿った条件となっている。 

また、当社のガバナンスに対する影響や割当予定先との対等な提携関係等の観点からも、当委員会

に提供された本資本業務提携契約の内容について、不合理な点は認められない。 

(4) 手続の公正性 

当社取締役会は、割当予定先及び本自己株式処分の成否からの独立性が認められる当社の社外取締

役又は社外監査役であり、かつ、東京証券取引所の有価証券上場規程第 436 条の２に規定する独立役

員である平子取締役、高藤取締役及び小川監査役の３名から構成される当委員会を設置し、当委員会

に対して本諮問事項を諮問しており、当該諮問に際して、当委員会の判断を最大限尊重して本自己株

式処分に関する意思決定を行うこと等を決定した。 

このように、本自己株式処分の検討については、公正な手続がとられていると考えられる。 

(5) 小括 

上記のとおり、本株式の払込金額は、客観性のある市場価格を基準とし、また、日本証券業協会の

「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠しており、本株式の払込金額に関する決定に不合
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理な点は認められない。また、上記のとおり、本自己株式処分の実施により希薄化が生じるものの、本

自己株式処分は当社の企業価値及び株主価値の向上につながることが期待されることから、本自己株

式処分における株式の処分数量及び希薄化の規模は、既存株主にとっても合理的であると評価できる。

さらに、本資本業務提携契約は、当社が企図している本自己株式処分を含む本資本業務提携の内容に

沿った条件となっており、不合理な点は認められない。 

したがって、本自己株式処分の条件の相当性が認められると考える。 

 

4. 割当先の適切性及び妥当性 

本自己株式処分は本資本業務提携の一環として行われるものであり、上記 1.(1)記載の本自己株式処分の

理由・背景を踏まえれば、割当先の選定理由について不自然な点は認められず、また、割当予定先の資金

力及び反社会的勢力との接点等についても懸念は見当たらない。 

したがって、本自己株式処分に関し、割当先の適切性及び妥当性が認められると考える。 

 

5. 結論 

上記 1.乃至 4.記載の内容より、本自己株式処分には必要性・相当性が認められる。 
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10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 

連 結 経 常 収 益 154,984百万円 197,877百万円 214,408百万円 

連 結 経 常 利 益 28,924百万円 30,526百万円 30,289百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
18,854百万円 31,970百万円 18,221百万円 

１株当たり連結当期純利益 16.03円 27.25円 15.57円 

１ 株 当 た り 配 当 金 11.00円 11.00円 11.00円 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 213.08円 231.24円 236.93円 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2025年３月 31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 1,179,308,000株 100.00％ 

現時点の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
3,617,200株 0.31% 

下限値の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 － 

上限値の転換価額（行使価額）に 

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 － 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 

始  値 238円 267円 296.9円 

高  値 286円 331.7円 350.0円 

安  値 236円 262円 240.3円 

終  値 265円 295.7円 280.0円 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2025年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

始  値 282.6円 258.0円 272.3円 262.1円 270.3円 290.0円 

高  値 282.8円 280.3円 273.2円 277.8円 297.7円 295.0円 

安  値 233.4円 250.1円 261.0円 261.1円 267.2円 285.1円 

終  値 256.2円 276.9円 263.0円 271.2円 290.3円 290.0円 

（注）2025年９月の株価については、2025年９月 25日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2025年９月 25日 

始  値 289.7円 

高  値 291.5円 

安  値 289.0円 

終  値 290.0円 
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

11．処分要項 

（１） 処 分 株 式 数 普通株式 191,700,000株 

（２） 処 分 価 額 １株につき 268円 

（３） 処 分 価 額 の 総 額 51,375,600,000円 

（４） 処 分 方 法 第三者割当による自己株式の処分 

（５） 処 分 予 定 先 伊藤忠商事株式会社 

（６） 申 込 期 日 2025年 10月 14日 

（７） 処 分 期 日 2025年 10月 14日 

（８） そ の 他 
本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の

効力が発生していることを払込の条件とする。 
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Ⅲ．主要株主の異動 

１． 異動が生じる経緯 

本自己株式処分により処分される当社普通株式 191,700,000株の全てが、上記「Ⅱ．第三者割当による自己

株式の処分 １．本自己株式処分の概要」のとおり、割当予定先である伊藤忠商事に処分される結果、後記の

とおり、当社の主要株主に異動が生じることが見込まれます。 

 

２． 異動予定年月日 

2025年 10月 14日 

 

３． 異動する株主の概要 

上記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ６．割当予定先の選定理由等」をご参照ください。 

 

４．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（2025年３月 31日時点） 
－ － － 

異動後 
1,917,000個 

（191,700,000株） 
16.35％ 第２位 

（注）１．異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、2025 年３月 31 日現在の発行済株式総数

1,179,308,000 株を基準に、2025 年６月 20 日に実施した自己株式の買付け及び本自己株式処

分の結果を反映させ、議決権を有しない株式として 6,852,300株を控除して算出しております。 

２．総株主の議決権の数に対する割合は、小数点第三位以下を切り捨てています。 

 

５．今後の見通し 

上記「Ⅰ．伊藤忠商事株式会社との資本業務提携 ５．今後の見通し」をご参照ください。 

 

以 上 


